
８

469件、企業からの

月

相談件数は190件に

　

達した。
□ 遅延  

１

       
の評価

日

その結果5社が三島市

概

へ進出を決定した。
□

施

 進展なし     

策

■ 維持　□ 拡大 今

名

後も継続して、積極的

企

な企業訪問を行う中で

業

、企業情報や用地情報

誘

を収集しマッチングを

致

図って行く。
事業区分

基

□ 自治事務   □

本

 法定受託   □ 

目

その他
今後の方向性 □

標

 縮小　□ 改善 既存

交

企業の定着支援を図る

流

ためにも、積極的な情

と

報収集を行う。
（改善

賑

措置等）□ 休止　□

わ

 終了 令和4年度より

い

導入した国県及び市の

の

助成金等を容易に診断

あ

できる「助成金等自動

る

判断システム（Jシス

ま

テム）」
計画対象 ■ 

ち

実施計画査定対象  

要

□ 行政改革対象 
□

施

 廃止　　　　 をさ

策

らに周知し利用を促進

の

していく。

※決算額に

目

ついては、端数処理に

的

より、他資料の決算額

企

と差異が生じている場

業

合もあります。

誘致や市内企業の定着に

No. 事務事業名 活

よ

動内容 コスト（事業費

り

：千円）

市単独事業費

、

補助金（企業立地推進

税

課） 令和　４年度 令和

収

　５年度 令和　５年度

と

令和　６年度 令和　４

多

年度 令和　５年度 令和

様

　５年度 令和　６年度

な

活動指標名 単位
実績 計

働

画 実績 計画 決算 当初予

く

算 決算 当初予算
全体事

場

業概要
①

ファルマバレ

を

ー補助金交 件 10 11

確

10 12
ファルマバレ

保

ー関連事業所家賃等助

し

成事業費補助金 付件数

、

（H24年度からの
フ

地

ァルマバレー・プロジ

域

ェクトを推進し医療健

産

康産業 累計） 7,55

業

1 15,000 12,

を

188 12,500
を

高

集積するため、関連企

度

業の誘致を推進する。

化

 
②

サテライトオフィ

・

ス補助 件 8 8 12 9
サ

活

テライトオフィス進出

性

事業費補助金 金交付件

化

数（H29年度か
多様

さ

な働き方や働く場を確

せ

保するためIT関連企

る

業など らの累計） 令和

こ

　７年度の優先度
のサ

と

テライトオフィスの誘

。

致を推進する。 
③2

施

　□ Ａ　　　 □ 

策

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

の

　 □ Ｄ　

ファルマ

方

バレー関連事業所家賃

向

等助成事業費補助金…

企

医療健康産業の集積を

業

促進するため関連企業

立

2社（継続2社
■ 計

地

画どおり   
令和　

の

５年度 ）に対し補助金

推

を交付した。　
□ 遅

進

延         

静

の評価 サテライトオフ

岡

ィス進出事業費補助金

県

…多様な働き方や働く

企

場を確保するため、サ

業

テライトオフィス等を

立

開設し
□ 進展なし 

地

    
た企業8社（

推

新規4社、継続4社）

進

に対し補助金を交付し

課

た。
■ 維持　□ 拡

や

大 ファルマバレー関連

静

事業所家賃等助成金事

岡

業費補助金
事業区分 □

県

 自治事務   □ 

東

法定受託   □ そ

京

の他
今後の方向性 □ 

事

縮小　□ 改善 積極的

務

な誘致活動を行い、新

所

規企業の発掘に努め、

等

要件に合致した企業に

と

対し補助金を交付する

連

。
（改善措置等）□ 

携

休止　□ 終了 サテラ

を

イトオフィス進出事業

図

費補助金
計画対象 ■ 

り

実施計画査定対象  

、

□ 行政改革対象 
□

積

 廃止　　　　 継続

極

した誘致活動を行い、

的

要件に合致した企業に

な

対し補助金を交付する

企

。

業訪問や情報交換を行うとともにワンストップサービスによる企業サポート等に努めた結果、5
■ 計画どおり   

令和　５年度 社が三島市への進出を決定した。また、ファルマバレー関連事業所家賃等助成事業費補助金、サテライト進出事業費補助金を活用し、関連企業10社（新規4社、継続6社
□ 遅延         

の評価 ）に対し支援を行った。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 継続して積極的な企業訪問を行い、設備投資需要や用地情報等を把握し、優良企業の誘致を図っていくほか、助成金等自動診断システム（Ｊシステム）等を活用する中

今後の方向性 □ 拡大　　　　 で既存企業の定着支援を図っていく。

（改善措置等） □ 縮小　　　

1

　 

□ 改善　　　　

頁

 

令和 5年度　　事務

No. 事務

事

事業名 活動内容 コスト

業

（事業費：千円）

国・

評

県支出金を伴う事業費

価

補助金（企業立地推進

表

課） 令和　４年度 令和

（

　５年度 令和　５年度

個

令和　６年度 令和　４

票

年度 令和　５年度 令和

）

　５年度 令和　６年度

課

活動指標名 単位
実績 計

名

画 実績 計画 決算 当初予

計

算 決算 当初予算
全体事

画

業概要
①

企業立地事業

ま

費補助金交 件 20 19

ち

20 20
企業立地事業

づ

費補助金 付件数（H1

く

8年度からの
企業誘致

り

を促進し、地域産業の

部

高度化及び経済の活性

企

累計） 0 0 0 0
化を図

業

るため、進出企業に対

立

し、用地取得費及び市

地

民
②新規雇用の経費の

推

一部を支援する。

令和

進

　７年度の優先度

③1

課

　□ Ａ　　　 □ 

作

Ｂ　　　 □ Ｃ　　

成

　 □ Ｄ　

積極的な

日

企業訪問や用地情報交

令

換を行うとともに「ワ

和

ンストップサービス」

　

による企業サポート等

６

に努めた。
■ 計画ど

年

おり   
令和　５年

　

度 企業への訪問件数は


